中国中学校体育連盟規約

第 １ 章　　名称及び事務局

　第 １ 条　　本連盟は、中国中学校体育連盟と称する。
　第 ２ 条　　本連盟の事務局は、会長所在の県に置く。

第 ２ 章　　組          織
　
  第 ３ 条　　本連盟は、中国５県の各県中体連をもって組織する。
　
第 ３ 章　　目　　　　　的

　第 ４ 条　　本連盟は、中学校体育の充実を図り、中学校スポーツの正常な発展を促進するため必要
な研究・連絡・事業を行うことを目的とする。

第 ４ 章　　事　　　　　業

  第 ５ 条　　本連盟は、前条の目的を達成するために下記の事業を行う。
　　　    　(1)　体育に関する協議、調査研究。
　　　      (2)　中国中学校選手権大会の開催。
　　    　  (3)　(公財)日本中学校体育連盟ならびに関係諸団体との連絡。
　　    　  (4)　その他、目的達成のため必要な事項。

第 ５ 章　　役員ならびに役員の任務

  第 ６ 条　　本連盟に下記の役員を置く。
　　　　　  (1)　会　長　　　　　１名
　    　　　(2)  副会長　  　    ４名
  　　　    (3)  理事長      　　１名
　 　　　   (4)  調査研究理事　　１名
     　     (5)　理  事　   　 １０名　(各県２名)

　第 ７ 条　　会長は、当番県会長があたり本連盟を代表し会務を統轄する。また、(公財)日本中学校
体育連盟の理事となる。

  第 ８ 条　　副会長は、当番県以外の会長があたり、会長を補佐し会長支障あるときはこれを代行す
る。

  第 ９ 条　　理事長は、会長在職県の理事長があたり本連盟の実務を担当する。また、原則(公財)日本中学校体育連盟の全国大会対策委員となる。
　　　　２　　調査研究理事は理事会において互選し、(公財)日本中学校体育連盟研究大会対策委員と
なる。
        ３　　(公財)日本中学校体育連盟理事又は評議員賛助会員（ＯＢ）候補者については、当番県
が終わった県から候補者を出すこととする。任期は１期２か年とする。

　第１０条　　理事は理事会を構成し会務の処理にあたる。

　第１１条　　役員の任期は２か年とし、補欠により就任したものは前任者の残任期間とする。

　第１２条　　本連盟に顧問をおくことができる。顧問は理事会においてこれを推薦し会長が委嘱す
る。

        ２　　原則として、(公財)日本中学校体育連盟理事又は評議員賛助会員（ＯＢ）候補者と兼ね
るものとする。
　　　　　　　　　　

第 ６ 章　　会　　　　　議

　第１３条　　会議は、すべて会長が招集する。会議は４県以上の出席をもって成立する。

　第１４条　　理事会はこの連盟の執行機関であって、会長、副会長、調査研究理事、理事で構成し、
次の事項を審議する。
　　　　　　(1)　本連盟の諸行事に関する事項。
　　　　    (2)　予算・決算に関する事項。
　　　　    (3)　各県の連絡調整。
　　　　    (4)　その他必要な事項。

　　　　　    毎年５月に定例理事会を開き必要に応じ臨時に理事会・各県理事会を開くことができ
る。

　第１５条　　理事会は、年１回専門部との合同会議を開き、専門部の意見を聞く。

第 ７ 章　　専　　門　　部

　第１６条　　本会に第５条に定める事業に関し専門的な調査研究を行うため、理事会の議決を経て専
門部会を置くことができる。

　　　　２　この組織・運営・活動は別に定める専門部規程による。

第 ８ 章　　会          計

　第１７条　　本連盟の経費は、各県の負担金およびその他の収入をもってあてる。

　第１８条　　本連盟の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

　　　　　　　　　　　　　第 ９ 章　　附　　　　　則

　第１９条　　本規約を変更するときは、理事会の議決を経なければならない。

　第２０条　　本規約は、昭和３６年１２月９日より実施する。

　　　　　　　平成元年１２月８日一部改訂

　※ 申し合わせ　当番県の順序は、山口･広島･岡山･鳥取･島根の順とする。

　※ 改訂経過　　昭和４８年　　　　　　　第一次改訂　第１１条役員の任期
　　　　　　　　 昭和５６年　３月　５日　第二次改訂　第１条～第３条以外の一部改訂
および  第12条、第16条の追加
　　　　　　　　 昭和６１年　３月　４日　第三次改訂　第６条、第９条、第14条、第15条、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第19条の一部改訂
　　　　　　　　 平成　２年　２月２７日　第四次改訂　第５条、第７条、第９条の全国中学校体育
連盟を（財）日本中学校体育連盟に改訂
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　     第７章第16条専門部を挿入 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第７章、第８章を第８章、第９章に改訂
                                                     第10条、第14条の一部改訂
平成２１年　２月２６日  第五次改訂　第９条２の一部改訂
                 平成２９年　５月２５日　第六次改訂　第９条３、第12条の２を追記







中国中学校体育連盟専門部規程


  第 １ 条　　中国中学校体育連盟第16条に基づき本連盟に専門部を置く。

  第 ２ 条　　専門部は次の各部を置く。

　　　　      陸上競技　水泳競技　バスケットボール　サッカー　ハンドボール　軟式野球
　　　　　　　体操競技　新体操　バレーボール　ソフトテニス　卓球　バドミントン
　　　　　　　ソフトボール　柔道　剣道　相撲　スキー　スケート  テニス

　第 ３ 条　　専門部は部長、委員長、副委員長、委員をもって構成する。
　　　　　　(1)　部長は、委員長在職県の中学校体育連盟会長があたり、本連盟会長の職務を代行す
る。
　　　　　　(2)　委員長は、（公財）日本中学校体育連盟の全国大会対策委員会の下部組織である。
（公財）日本中学校体育連盟競技部会中国ブロック代表の委員となる。
          (3)　副委員長は、委員長を補佐し、委員長支障のあるときはこれを代行する。　               
(4)  委員は、各県中学校体育連盟専門委員長があたる。

第 ４ 条　　 各専門部は、本連盟の目的達成のため次のような活動をする。
    　　　  (1)　会長諮問事項について調査・研究。
　　　      (2)　中国中学校選手権大会開催に関する事項。
　　　　　　(3)　ブロック内専門部を統轄し、全国大会等対策委員ならびにブロック競技団体との連
絡・調整に関する事項。
　　　      (4)　その他必要な活動。

　第 ５ 条　　任期は２か年とし、再任を妨げない。補欠により就任したものは前任者の残任期間とす
る。

　第 ６ 条　　会議は、中国中学校選手権大会の開催期間中に会長が収集し開催するが、必要に応じて
部会をもつことができる。

  第 ７ 条　　この会の会議費は原則として、中国中学校体育連盟が支弁するものとする。

　第 ８ 条　　次の基準を満たしているときは，新設および休・廃止することができる
新設の基準
①　大会の開催が円滑におこなえるだけの組織が確立されていること。
②　３県以上に専門委員会が設立されていること。
③　本連盟の目的、活動の趣旨を尊重した実践がなされていること。
④　中国を統括する競技団体の同意、協力が得られていること。 
⑤　大会が８月１日から８月１０日の期間に開催することが可能であること。
⑥　現在実施されている社会スポーツ系の大会を兼ねて大会を開催しないこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　（社会スポーツ系の大会の予選にしない）

専門委員会を有する県中体連会長の連名により申請があり、上記基準を全て満たして
いれば準加盟を認める。原則３年間の準加盟期間中に、理事・専門委員長合同会議へオ
ブザーバー参加するとともに中国大会プレ大会を開催する。（会議の旅費及び大会運営
費は自己財源とする）準加盟期間の実績等を理事会で審議し、正式加盟の可否を決定す
る。

休・廃止の基準
①　中国ブロックに大会の開催が円滑におこなえるだけの組織維持ができなくなった
とき。
②　本連盟の目的、活動の趣旨を尊重した実践が不可能になったとき。上記基準の両
方、もしくはいずれか１つに該当する場合は休・廃止の対象となり、理事会で審議
して決定する。
　附則  　本規程は、昭和５６年３月５日より施行する。
　　          ※　改訂経過　　昭和５７年　６月　４日　 第２条、第３条、第５条の一部改訂
　　　　　　　　　　          平成　２年　２月２７日　 第５条の一部改訂
　　　　　　　　　　　　　　　平成　４年　２月２８日　 第２条の一部改訂　　　 
                              平成２４年　２月２３日　 第８条の改訂
　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年　２月２１日　 第２条の一部改訂
　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年　５月２５日　 第８条の一部改訂
令和　２年　５月２１日　 第２条の一部改定


















































中国中学校体育連盟感謝状贈呈に関する規程

　第 １ 条　　本規程は、中国中学校体育連盟規約第５条４項に基づき定めるものとする。

  第 ２ 条　　本連盟は、次にあげる各事項に該当する教職員に対して、その栄誉功績をたたえ感            
謝状を送る。
　　　      (1)　本連盟会長、副会長および理事長で１年以上在任しその職を退くとき。
　　　      (2)　本連盟理事および調査研究理事で１年以上在任しその職を退くとき。
　　　      (3)　本連盟専門委員長で２年以上在任しその職を退くとき。
　　　      (4)　その他本連盟のために永年にわたり体育振興に顕著な功績のあった教職員につ                
いて、各県から推薦を受け理事会で承認されたもの。
 　 　      (5)　その他必要な場合は、本連盟の理事会にかけ、これを贈ることができる。
　　　  
２　　被表彰者の決定および贈呈方法
　　　　　　(1)  被表彰者は第１回の理事会で決定する。
　　　　　　(2)  対象者は平成２年度の在任者から適応する。
　　　　　　(3)  感謝状の贈呈は原則として関係者の属する中国大会で贈呈する。


  附則　　本規程は、平成３年２月２７日より施行する。

